
 

 

 

 

福島第二原子力発電所 1、2号機における 

定期安全レビュー（第 3回）の実施について 

 

2018年 3月 23日 

東京電力ホールディングス株式会社 

福島第二原子力発電所 

 

福島第二原子力発電所 1、2号機（沸騰水型、定格電気出力 110万キロワット）につい

て、定期安全レビュー＊の評価結果を取りまとめましたのでお知らせいたします。 

 

 今回は、2008 年 4 月 3 日に公表した 2 回目の評価に次ぐ 3 回目の評価となり、   

2004年 4月 1日から 2017年 3月 31日までを評価対象期間として実施しました。 

 

 定期安全レビューの結果、前回の定期安全レビュー以降の「品質保証活動」「運転管理」

「保守管理」「燃料管理」「放射線管理および環境モニタリング」「放射性廃棄物管理」「事

故・故障等発生時の対応および緊急時の措置」「安全文化の醸成活動」の各保安活動におい

て、管理面や設備面の改善および「国内外原子力発電所の運転経験から得られた教訓」等

の最新の技術的知見の反映が行われていることを確認しました。 

 

また、保安活動が継続的に改善され、安全性の維持・向上が適切に図られていることを

確認しました。 

 

 当社は、今回実施した定期安全レビューの結果を踏まえ、これまで実施してきた保安活

動を継続し、引き続き発電所のさらなる安全性・信頼性の向上に努めてまいります。 

 

以 上 

 

別紙：福島第二原子力発電所 1、2号機定期安全レビュー（第 3回）報告書の要旨 

 

 

 

 

 

 



【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

福島第二原子力発電所 広報部 0240-25-4111（代表） 

 

＊ 定期安全レビュー 

「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」に基づき、原子炉設置者が原子炉ごとに「原子炉

施設における保安活動の実施状況」および「原子炉施設に対して実施した保安活動への最新の技術的

知見の反映状況」を定期的に（10年を超えない期間ごと）に評価する活動です。 

定期安全レビューの実施は、旧実用炉規則の第 77条に規定されていました。当該条文は、実用炉規

則の改正（2013年 12月）に伴い削除されましたが、改正後の附則において、原子炉等規制法第 43

条の 3 の 29（実用発電用原子炉の安全性の向上のための評価）初回届出を行うまでは、旧第 77 条

が効力を有することが規定されています。 



別紙 

福島第二原子力発電所 1、2 号機定期安全レビュー（第 3 回）報告書の要旨 

 

1．定期安全レビューの目的 

福島第二原子力発電所（以下、当発電所）1、2号機（沸騰水型、定格電気出力 110万キロワッ

ト）において、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」にもとづき、保安活動の一環と

して、定期安全レビュー（PSR：Periodic Safety Review）を実施いたしました。 

定期安全レビューは、原子炉ごとに「原子炉施設における保安活動の実施状況」、「原子炉施設に対

して実施した保安活動への最新の技術的知見の反映状況」及び「確率論的安全評価」（事業者が任意に

実施）を定期的（10 年を超えない期間ごと）に評価する活動です。当発電所は東北地方太平洋沖地震

の影響により長期停止状態であることから、今回の定期安全レビューでは現状の停止状態を踏まえた評

価を実施しました。 

 

2．評価対象期間 

2004年 4月 1日から 2017年 3月 31日（評価項目毎に評価対象期間を設定） 

 

3．評価結果 

定期安全レビューを実施した結果、前回の定期安全レビュー以降の各保安活動において、管理面や設

備面の改善を図っていること、及び国内外原子力発電所の運転経験や最新の技術的知見等を適切に反映

されていることを確認しました。 

また、保安活動が継続的に改善され、安全性の維持・向上が適切に図られており、確率論的安全評価

では、発電所の安全性が確保されていることを確認しました。 

 

4．評価の概要 

1、2号機で実施した定期安全レビューの概要は、次のとおりです。 

（1）保安活動の実施状況の評価 

「品質保証活動」「運転管理」「保守管理」「燃料管理」「放射線管理及び環境モニタリング」「放射

性廃棄物管理」「事故・故障等発生時の対応及び緊急時の措置」「安全文化の醸成活動」について、各

保安活動の改善状況を評価しました。 

その結果、改善する仕組みが妥当であると判断しました。主な判断理由は以下の通りです。 

・自主的に実施した改善が継続していること。 

・不適合事象や指摘事項等に対する改善活動が、実施済みであるか実施中、もしくは計画済みであ

ること。 

・不適合事象や指摘事項等に対する改善活動が継続していること。 

・同様な不適合事象や指摘事項等が再発していないこと、もしくは再発しているがさらなる改善が

図られていること。 

なお、評価期間中に改善を実施した主な内容は以下のとおりです。 

・福島第一原子力発電所の事故を教訓とした緊急時対応力の向上 

直営作業を通じた訓練（ガスタービン発電機車及び電源車による電源確保、原子炉及び使用済燃

料プールへの注水・冷却、重機によるがれき撤去、緊急車両への給油等）を継続的に行い、緊急

時対応力の向上に努めています。 

・リスクコミュニケーターの設置 

原子力部門を中心とした会社全体の体質改善の推進とともに社会の尺度や目線に適合するリス

クコミュニケーションを推進することを目的として、リスクコミュニケーターを設置しました。 

・原子力防災体制の見直し（ICS（Incident Command System）体制の導入） 

米国の消防組織等で導入されている ICSに倣い、以下の特徴を持つ緊急時対応組織に改めました。 

○一人の監督者の管理する人数を制限 ○指揮命令系統の明確化 ○役割分担の明確化 他 

 

（2）保安活動への最新の技術的知見の反映状況の評価 

保安活動への最新の技術的知見（安全研究成果、国内外の原子力発電所の運転経験から得られた教

訓、技術開発成果、耐震新知見情報）の反映状況を評価した結果、原子炉施設の安全性を確保する上

で重要な設備等について、最新の技術的知見を適切に反映済み、反映中、もしくは反映を計画してい

ることから安全性・信頼性の維持・向上を図っていると判断しました。 

最新の技術的知見の主な反映事項は以下のとおりです。 

・福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた対応 

緊急時における電源確保や使用済燃料プールの冷却確保、建屋の浸水防止や構内道路等のアクセ

ス性確保といった安全対策を実施しました。 

 

（3）確率論的安全評価 

原子力発電所の安全性を定量的に評価するための確率論的安全評価は、原子力発電所で発生する可

能性がある異常事象を想定し、その後の事象進展の確率を設備構成や故障率等をもとに推定、評価す

るものです。 

今回、全燃料が使用済燃料プールに保管されている現在の状態にて評価し、燃料損傷に至る可能性

のある事象として崩壊熱除去機能喪失（冷却ポンプの停止等）や外部電源喪失時を選定し、福島第一

原子力発電所事故後に配備した可搬式設備（消防車、電源車及びガスタービン発電機車）を考慮した

結果、燃料損傷頻度は 1、2 号機共に可搬式設備を配備しない場合から 2桁程度小さくなり、1 号機

は 6.4×10-14/年、2号機は 7.4×10-14/年と十分小さい値となりました。 

 

5．今後の対応 

今回の定期安全レビューの結果を踏まえ、今後とも 1、2 号機の安定した燃料冷却の維持に努めると

ともに、保安活動を継続し、発電所の安全性・信頼性の向上に努めてまいります。 

 


